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A.研究目的 
 全国の自治体で行われている保健所等の HIV
無料匿名検査でのスクリーニング検査は抗体検

査が中心であったが、最近では複数のメーカーに

より抗原抗体同時検査の迅速検査法が開発され、

抗原抗体同時検査法への切り替えが進んでいる。

スクリーニング検査陽性検体の確認として、まず

ウエスタンブロット法（WB）が実施されること 

 
が多いが、抗原陽性時の確認検査としてWBは使 
用できない、またWBの抗体検出感度はスクリー
ニング検査法に比べ悪いため、感染初期の判定に

も使用できず、これらの判定には核酸増幅検査

（NAT）が必須となる。 
 そこで、各自治体における HIV検査、特にNAT
の導入状況を調査するとともに NAT 検査の技術
支援を行った。 

研究要旨 
全国の保健所及び地方衛生研究所（地衛研）を対象とした HIV 検査に関するアンケートにより、全
国自治体の HIV検査状況の調査を行った。その結果、全国 81か所の地衛研のうち、スクリーニング
検査を実施している地衛研は 30か所（37％）、確認検査実施は 64か所（79％）であった。抗体確認
検査のWBで判定できない例について、NATを実施している自治体は 34か所（42％）あり、このう
ち地衛研での実施は 29 か所、外部委託が 5 か所であった。確認検査に核酸増幅検査（NAT）を実施
していない自治体は 47か所（58％）あり、このうちウエスタンブロット（WB）が陰性あるいは判定
保留の際に一定期間後の再検査を勧めている自治体は 16か所で、11か所（16％）では感染初期の可
能性を考慮した対策が取られていなかった。 
 迅速抗体検査法ダイナスクリーンHIV-1/2が 2017年 12月に販売終了し、現在はその後継品として、
抗原抗体同時検査法ダイナスクリーン HIV-1/2 comboやエスプラインHIV Ag/ABへの切り替えが進
んでいる。そのため、抗原陽性時の確認検査として NAT の重要性が再確認され、2017 年初頭から
KK-TaqManの導入を検討する地衛研からの問い合わせが増加した。2017年中には地衛研 15施設か
ら問い合わせがあり、これまでNATを実施していない 9施設を含む 11施設に HIV-1コントロールを
送付し、研修を希望する 5施設に技術研修を実施した。 
 抗原陽性時の確認検査として、また WB が陰性や判定保留時の場合の確認検査として NAT検査の
必要性が増してきている。NATが導入できない場合には 2週間以上経過後の再検査、あるいは NAT
検査のできる医療機関を紹介する等の対応も必要であり、結果返しを担当する保健所への周知が重要

である。 
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B.研究方法 
１． アンケート調査 

平成28年度に全国81か所の地方衛生研究所
（地衛研）を対象にした「HIV検査に関するア
ンケート」（回収率 86.4％）と全国 563か所の
保健所を対象にした「全国保健所 HIV 検査に
関するアンケート調査」(回収率 83.3％)から、
地衛研での HIV 検査（スクリーニング検査及
び確認検査）の実施状況について調査した。 

 ２．地方衛生研究所（地衛所）について 
  地衛研は全国の都道府県、政令指定都市、中

核市、一部の特別区の下に設置されており、平

成 28 年度時点で 81 施設が登録されている
（http://www.chieiken.gr.jp/）。中核市や一部の
特別区において確認検査を管轄する都道府県

の地衛研に委託している場合があるが、これら

は「地衛研での検査」に含めた。 
 
C.研究結果 
 全国 81 か所の地衛研のうち、スクリーニング
検査を実施している地衛研は 30施設（37％）、確
認検査実施は 64 施設（79％）であり、スクリー
ニング検査及び確認検査とも地衛研が関与して

いない自治体が 17か所（21％）あった（表 3）。 
１． HIVスクリーニング検査実施施設（表 1） 

スクリーニング検査を実施している地衛研

は 30施設（37％）であったが、管轄地域の検
査をすべて地衛研だけで行っている自治体は 9
か所に過ぎず、21 か所はそれぞれの状況に応
じて地衛研、保健所、外部委託等を利用しなが

ら検査を実施していた。スクリーニング検査に

全く関与していない地衛研は 51施設（63％）、
管轄保健所等すべてのスクリーニング検査を

外部委託している自治体も 2か所あった。 
２． HIV確認検査実施施設（表 2） 

確認検査を実施している地衛研は 64 施設
（79％）であり、地衛研での確認検査項目とし
て、29 施設（36％）が WB と NAT の両方を
実施していた。NAT検査の内訳はKK-TaqMan

（感染研ホームページ 病原体検出マニュア

ル掲載）が 19施設、コバス TaqMan（ロシュ・
ダイアグノスティックス）6施設、RT-PCR 1
施設、記載なし 2施設であった。WBのみ実施
が 27 施設（33％）あり、このうち NAT を外
部委託している自治体が 2か所あった。 
確認検査を検査センター等に外部委託して

いる自治体は 17か所（21％）あり、委託項目
は WB のみ 12 か所、WB と NAT の両方が 3
か所、WBと 2次スクリーニング（EIAによる
抗原抗体同時検査）が 1か所であった。 
すなわち、81 地衛研を管轄する自治体のう
ち、34か所（42％）がWBと NATの両方を、
9か所（11％）が 2次スクリーニング検査とし
ての抗原抗体同時検査（EIA）と WB を、37
か所（46％）がWBのみ実施していた。 
３．WB法のみ行っている地衛研での結果説明 
  について（表 3） 
 「平成 28 年度全国地方衛生研究所 HIV 検
査に関するアンケート」（回答数：70 地衛研）
において、確認検査で WB のみ実施あるいは
委託（NATを実施していない）と回答した 32
地衛研に WB 陰性、あるいは判定保留の場合
の結果説明について調査した。陰性、判定保

留ともに一定期間後の再検査を勧めている自

治体が 16か所（23％）あり、このうち 5か所
は拠点病院等医療機関での再検査を提案して

いた。しかし、WB陰性を最終判定としてHIV
陰性と報告している自治体も 11 か所（16％）
あった。 
４．HIV-1 RNA測定法（KK-TaqMan）の技術 
  支援（表 4） 

  KK-TaqManは地衛研での HIV-1 NAT検査
として、「旧HIV検査体制研究班」において開
発されたリアルタイム PCR を原理とする方法
で、2009 年頃から主だった地衛研に順次導入
され、2014 年まで研修等による技術支援を行
ってきた。 

  2017年には地衛研 15施設からKK-TaqMan
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導入にあたっての問い合わせに対応し、本法の

基本的な性能、操作マニュアル改良版等の説明

を行い、11施設にはHIV-1コントロールを送
付した。また、5施設から技術研修依頼があり、
4月 26日に横須賀市、12月 13～14日に鹿児
島県と長野県、2018年 1月 22～23日に宮崎県
と静岡県について、神奈川県衛生研究所におい

て研修を実施した。すでに KK-TaqMan を実
施している 2施設が含まれているが、これらは
人事異動等により担当者が変わり、研修への強

い希望があったため実施した。 
 
D.考察 
  全国の保健所及び地衛研を対象とした HIV
検査に関するアンケートにより、全国自治体の

HIV検査状況の調査を行った。その結果、全国
81か所の地衛研のうち、スクリーニング検査を
実施している地衛研は 30か所（37％）、確認検
査実施は 64か所（79％）あった。確認検査
WBで判定できない例について、NATを実施し
ている自治体は 34か所（42％）あり、このう
ち地衛研で実施が 29か所、外部委託が 5か所
であった。確認検査にNATを実施していない
自治体は 46か所（57％）あり、このうちWB
が陰性あるいは判定保留の際に一定期間後の

再検査を勧めている自治体は 16か所で、11か
所（16％）では感染初期の可能性を考慮した対
策が取られていなかった。 

  我々は以前の HIV検査体制研究班で民間ク
リニックにおけるHIV陽性症例 607例のうち、
WB陰性及び判定保留例が 8.1％（陰性 2.1％、
判定保留 5.9％）あったことを報告した（厚生
労働科学研究費補助金HIV検査相談の充実と
利用機会の促進に関する研究 総合研究報告

書(平成 24～26年度)、ｐ265-276）。感染率の
高い首都圏での民間クリニックにおける HIV
検査に比べ、保健所等HIV検査ではWB陰性、
あるいは判定保留時のNAT陽性事例は少ない
と考えられるが、この 1～2年の間に保健所検

査においても同様の症例をいくつか経験して

いる。 
  また、HIV迅速検査法はこれまで抗体検査が
一般的であったが、これまで幅広く普及してい

る抗体検査法、ダイナスクリーン HIV-1/2が
2017年 12月に販売終了し、現在はその後継品
として、抗原抗体同時検査法ダイナスクリーン

HIV-1/2 comboやエスプライン HIV Ag/Abへ
の切り替えが進んでいる。そのため、抗原陽性

時の確認検査として NATの重要性が再確認さ
れ、2017年初頭から KK-TaqManの導入を検
討する地衛研からの問い合わせが増加した。

2017年中には地衛研 15施設から問い合わせが
あり、このうちこれまでNATを実施していな
い 9施設を含む 11施設に HIV-1コントロール
を送付し、技術研修を希望する 5施設に研修を
実施した。 

  保健所等における HIV即日検査に抗原抗体
同時検査法（combo）が導入されたことにより、
抗原陽性時の確認検査として、またWBが陰性
や判定保留時の場合の確認検査としてNAT検
査の必要性が増してきている。NATが導入でき
ない場合には 2週間以上経過後の再検査、ある
いはNAT検査のできる医療機関を紹介する等
の対応も必要であり、結果返しを担当する保健

所への周知が重要である。 
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明

*内
3か

所
は

拠
点
病
院

等
NA
Tの

で
き

る
病
院

紹
介

*
*内
2か

所
は
拠
点

病
院

等
NA
Tの

で
き

る
病
院
紹

介地
方
衛
生
研
究
所
：
7
0
か
所

「
H2
8年

度
全
国

地
方
衛

生
研
究
所

ア
ン

ケ
ー
ト
調

査
｣よ

り
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表
4

H
IV

-
1
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
送
付
と

K
K
-
T
aq

M
an
研
修
状
況
（
2
01

7
）

H
IV

-1
ｺ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ｰ
ﾙ
送

付
現

状
問

合
せ

現
状

栃
木

県
W

B
, N

AT
co

ba
s

広
島

県
W

B

相
模

原
市

W
B

, N
AT

* 
K

K
-T

aq
M

an
富

山
県

W
B

静
岡

県
W

B
, N

AT
  K

K
-T

aq
M

an
研

修

長
野

県
W

B
横

須
賀

市
W

B

新
潟

県
W

B
長

野
県

W
B

愛
知

県
W

B
鹿

児
島

県
W

B
, N

AT
 K

K
-T

aq
M

an

浜
松

市
W

B
宮

崎
県

W
B

,F
LF

A

滋
賀

県
W

B
静

岡
県

W
B

, N
AT

 K
K

-T
aq

M
an

福
岡

市
W

B

岡
山

県
W

B
, 2

次
ｽ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ

宮
崎

県
W

B
,F

LF
A

*現
状
は
神
奈
川
県
で
実
施
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